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 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」は、平成１９年６月２２日に公布され、

健全化判断比率の公表に係る規定については平成２０年４月１日から一部施行された。 

これを受け、平成２０年１１月２８日に全地方公共団体の平成１９年度決算に基づく健

全化判断比率が総務省から公表される一方、各地方公共団体においては、個別に、当該団

体の状況について議会に報告するとともに、住民に公表された。 

平成２１年４月１日からは、この法律が全面的に施行されることから、一般会計等のみ

ならず、公営企業等の特別会計や地方公社・第三セクターの状況について、収支、経営状

況、資産及び将来負担の実態も含め適切に把握し、当該団体の財政状況を全体として的確

に分析した上で、総合的な財政健全化に取り組むことが求められている。 

この健全化判断比率は、法律上、財政の早期健全化又は再生の必要性を判断するための

指標として用いられるものであるが、それらの基準に達しない団体にあっても、各団体の

比率を分析し、財政運営に活用することは非常に有用である。 

このため、平成１９年度決算に基づく健全化判断比率の公表結果等から財政指標の分析

及びその活用方法等についての検討を行うことを目的として、平成２０年９月に「地方公

共団体の財政分析等に関する調査研究会」を発足し、平成２１年３月までの間、専門的見

地から調査研究を進めてきたところであり、この度、その成果を報告書として取りまとめ

ることとした。 

 今回、この調査研究を実施するに当たって、ご多忙のところご協力頂いた関係者各位に

対して心から感謝申し上げたい。 

 なお、本研究会は競艇の交付金による日本財団の助成金を受けて実施したものであり、

ここに同財団に対して深く感謝の意を表したい。 
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